
 

増車届のルールが変わります 
 

令和元年１２月１日 

（一社）滋賀県トラック協会 

適正化事業課 

 

貨物自動車運送事業法改正により、令和元年１１月１日から増車届の様式が変更されま

した。 

令和元年１２月１日以降は統一様式での申請又は届出が必要となりますのでご注意くだ

さい。 

なお、変更の要点については以下のとおりとなります。 

 

１．増車届について 

別添記載例の様式を参考に作成する必要があります。 

様式については滋賀県トラック協会のホームページからダウンロードする事が出来

ます。 

主な変更点として、増車届の際に別添記載例様式例２「宣誓書」が必要となります。

この「宣誓書」において１点でも該当する事項（「はい」にチェックする事項）があれば、

届け出として受理されず認可申請となり、これまでのように届け出した当日に車両登録

等が出来なくなります。 

また、別添記載例別紙３の車庫別収容車両明細の車両所要面積がこれまでよりも大

きな数値に変更されております。計算した車庫の収容能力が１００％を超える場合は

車両明細と車両配置図の添付していただくか、もしくは車両１台あたりの所要面積を

二重線で従来の数値（別紙３最下部の参考値例）に訂正し、再計算する方法もあります。

再計算をした結果、車庫の収容能力が９０％未満となった場合は、車両明細書及び車両

配置図は不要となります。但し、二重線で訂正を行った場合は、当該ページに必ず捨印

が必要となりますのでご注意下さい。また二重線で訂正せず修正テープ等で数値を変更

した場合は統一様式として見なされず受理されませんので併せてご注意下さい。 

 

  作成に当たってご不明な点等ございましたら、滋賀県トラック協会適正化事業課まで 

お問い合わせ下さい。 



      

  

お知らせ（重要） 
 

令和元年１１月１日から申請書の様式が統一され、現在新様式と 

旧様式両方での申請を受付しておりますが、１２月１日からは 

全ての申請において統一様式での申請が基本となります。 

※事業用自動車の増車届についても統一様式での申請となり、 

あわせて宣誓書（様式例２）の添付が必要となります。） 

 

（１） 統一様式の事業用自動車の増車届の車庫別収容車両明細の算出方法について 

統一様式に記載されている車両１台あたりの所要面積（普通車３８㎡、小型１１㎡、牽引２７㎡、

被牽引３６㎡）で計算した結果、車庫の面積の１００％を超える場合、車両明細及び車両配置図

を添付していただくか、もしくは車両１台あたりの所要面積を２重線で下記参考値例に訂正して

いただき、再計算してください。下記参考値例で再計算した結果、車庫の収容能力が９０％未満

の場合は、車両明細書及び車両配置図の添付は不要です。 

ポールトレーラについては、統一様式に記載されている車両１台あたりの所要面積の数値で計算

される場合は被牽引の種別で計算していただき、下記参考値例で計算される場合は、牽引の種別

で計算してください。 

 

（参考値例）普通２５㎡、小型１０㎡、牽引（ポール）２０㎡、トレーラー３５㎡ 

 

（例）車庫の収容能力が１０００㎡で普通車１５台、小型５台、牽引５台、被牽引５台から 

普通車を５台増車して普通車２０台、小型５台、牽引５台、被牽引５台にする場合 

 

○統一様式の数値（普通車３８㎡、小型１１㎡、牽引２７㎡、被牽引３６㎡）で計算すると 

車庫の所用面積が１１３０㎡で１１３％となり車両明細及び車両配置図の添付が必要 

 

○普通２５㎡、小型１０㎡、牽引（ポール）２０㎡、トレーラー３５㎡の参考値例で計算する

と車庫の所用面積が８２５㎡で８２．５％となり、車両明細及び車両配置図の添付は不要 

    

（２） 事業用自動車の増車届を提出する場合には、宣誓書（様式例２）の添付が必要となります。 

 

詳しくは運輸支局担当者までお問い合わせください。 



令和 年 月 日

○ ○ 運 輸 支 長

○ ○ 陸 運 部 長

事業計画変更認可申請書
事業計画変更届出書
施行規則に基づく届出書

①主たる事務所 ⑧利用運送の業務の範囲

②営業所 ⑨利用運送の保管施設

③休憩・睡眠施設 ⑩利用する事業者の概要

④自動車車庫 ⑪事業の休止

⑫事業の廃止

⑬氏名・名称又は住所

⑥利用運送を行うかどうかの別 ⑭役員

⑦利用運送の営業所 ⑮その他

(役職) (氏名)

（　申請者　　・　　代理人　　の別　）

(担当者氏名) △△　△△

(電話番号) (Fax番号)

(メールアドレス)

（官庁使用欄）
受付

連 絡 先

代表取締役

代 理 人

電話番号 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇

○○　○○

(〒)

（運輸局） （支局）

○○○-○○○○-○○○○ ○○○-○○○○-○○○○

○○○○＠○○．○○．○○

印

(フリガナ)

住 所

代 表 者

申 請 者 ○○○○　株式会社

（記載例）
○ ○ ○

○○○○

一般貨物自動車運送事業の
（特別積合せ貨物運送を除く）

変更・届出事項

（変更・届出の理由）
（例）輸送量の増加による車両の増車

⑤各営業所に配置する事業用自動車の
　 種別ごとの数

印

住 所 (〒)　〇〇〇－〇〇〇〇

殿

大阪府〇〇市〇〇町〇丁目〇－〇

捨印



１.各営業所に配置する事業用自動車の種別ごとの数

普通自動車

営業所

営業所

営業所

営業所

霊きゅう自動車

営業所

営業所

営業所

営業所

２.変更する自動車の明細

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

※内訳には、普通自動車にあっては普通・小型・牽引・非牽引の別、霊きゅう自動車にあっては宮型・洋型・バン型・バス型の別

を記載すること

３.増減車予定日

令和〇〇年〇〇月〇〇日から実施する。

0 0合計 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0

0

0

0 0

0

所属営業所
新 旧

宮型 洋型 バン型 バス型 計 宮型 洋型 バン型 バス型 計

 増 ・ 減 

本社

本社 7500

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

〇〇〇 H29 バン 〇〇　１００　〇　〇〇-〇〇

所属営業所 増・減車の別

 増 ・ 減 

内訳 車名 年式

普通

5 2 1 1

1 8合計 5 2 1 1 9

0

4 2 1

0 0

普通

0

小型 牽引 被牽引 計

9 2 1 1 8

0

4

別紙２（⑤の場合）

所属営業所

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

最大積載量 車両の形状 登録番号又は車台番号

新 旧

普通 小型 牽引 被牽引 計

0

捨印



４.自動車車庫の位置及び収容能力並びに増車後の車庫必要面積

(1)自動車車庫の位置及び収容能力

【 】営業所

㎡

㎡

㎡

㎡

(2)車庫別収容車両明細

普通自動車

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

霊きゅう自動車

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

※各種別の1台あたりの所要面積は参考値です。

※車庫の面積に余裕がない場合は、車両明細書及び車両配置図を添付して下さい。

0 0 0 0 0

13 20 0第
4
車
庫

14 14

#DIV/0! %
0 0 0 0 0

13 20 0第
3
車
庫

14 14

#DIV/0! %

14

#DIV/0! %
0 0 0 0 0

13 20 0

%

0

38

11

第
2
車
庫

14 14

#DIV/0! %
0 0 0 0 0

13 20 0第
1
車
庫

14

5

190

0

0

0

配置車両及び所要面積
Y / X × 100 (%)

宮型 洋型 バン型 バス型 計 (Y)

84.6 %
9

0

0

0
#DIV/0! %

#DIV/0! %

#DIV/0!

36

2 27

11 27

11 27

Y / X × 100 (%)

第
1
車
庫

第
2
車
庫

第
3
車
庫

普通 小型 牽引 被牽引 計 (Y)

22

38

38

38

27

36

0 0 0

11 27

第
4
車
庫

第
4
車
庫

大阪府〇〇市〇〇町１－１

認可車庫の位置及び収容能力を記入

配置車両及び所要面積

36 275

1 36 1

0 0 0

0 0 0 0 0

36

別紙３　（⑤増車の場合）

位置 収容能力 (X)

325.15

所属営業所名 本社

第
1
車
庫

第
2
車
庫

第
3
車
庫

様式に記載されている車両１台あたりの所要面積で計算した結果、車庫の収容能力が１００％を超える場合は、車両明細

及び車両配置図を添付していただくか、もしくは車両１台あたりの所要面積を２重線で下記参考値例に訂正していただき、

再計算してください。

下記参考値例で再計算した結果、車庫の収容能力が９０％未満の場合は、車両明細書及び車両配置図の添付は不要で

す。

ポールトレーラについては、統一様式に記載されている車両１台あたりの所要面積の数値で計算される場合は被牽引の種

別で計算していただき、下記参考値例で計算される場合は、牽引の種別で計算してください。

（参考値例）普通２５㎡、小型１０㎡、牽引（ポール）２０㎡、トレーラー３５㎡

捨印



〇〇運輸支局長　殿

1 はい Pいいえ

2 はい Pいいえ

3 はい Pいいえ

4 はい Pいいえ

項目4の算定根拠

　　　令和○○年○○月○○日

大阪府○○市○○町○丁目○－○

○○○○　株式会社

　代表取締役　○○　○○

変更に係る事業用自動車の数と申請日前３ヶ月以内におい
て増加した事業用自動車の数との合計が、申請日から起算し
て３ヶ月前時点における同一営業所に配置する事業用自動
車の数の３０％以上となる。（当該合計が１０両以下であると
きを除く。）

宣　誓　書

貨物自動車運送事業法第９条に基づき、事業用自動車に関する事業計画を変更するにあたって
は、以下の項目について相違ないことを宣誓いたします。

貨物自動車運送事業法第５条第３号に準ずる密接な関係を
有する者が一般貨物自動車運送事業又は特定貨物自動車
運送事業の許可の取消しを受け、その取消しの日から５年を
経過しない者である。

変更に係る営業所における行政処分の累積違反点数が１２
点以上である。

変更に係る営業所について、申請日前１年間に、地方貨物自
動車運送適正化事業実施機関が行う巡回指導による総合評
価において、「Ｅ」の評価を受けている。

本社 9 8 1 12.5

0 #DIV/0!

様式例２（⑤増車の場合）

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

営業所 申請後の配置車両数 (a)
申請日から起算して3ヶ月前時点

の配置車両数  (b)

当該合計
(c)=(a)-(b)

割合
(c)÷(b)×100

住 所

印氏 名 又 は 名 称

代 表 者

車両数の変更（増車）を届け出

るためには、下記１～４に該当

しないことが求められます。

捨印




